様式第１（第７条関係）
令和　年　　月 　　日
　公益財団法人やまぐち産業振興財団理事長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　

やまぐち中小企業脱炭素化促進支援事業・炭素生産性向上型交付申請書

　上記補助金の交付について、やまぐち中小企業脱炭素化促進支援事業・炭素生産性向上型補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）第７条の規定により、下記のとおり申請します。

記

１　実施計画名
	



２　補助事業に要する経費及び補助金交付申請額
	補助事業に要する経費
	補助金交付申請額

	円
	円



３　補助事業完了予定日　　　令和　　　年　　　月　　　日

４　補助事業の内容及び補助事業に要する経費の配分
（１）補助事業の内容
	[bookmark: _Hlk73352595]■導入予定の設備等名、導入場所
（設備等の規格や性能等記載し、必要に応じてパンフレット等を添付すること）


■上記設備に関する現状の生産性及びCO2排出量（課題）





■設備導入後の生産性及びCO2排出量（効果）



	貴社が契約している電力会社等
	

	CO2排出量算定時に利用した排出係数
	


■実施する内容




■その他特記事項（設備等導入にあたりアピールしたい点等を記載）






（２）実施計画（補助事業期間内のスケジュールを簡潔に記載してください）
	月別
	取り組む事項

	　月
	

	　月
	

	　月
	

	　月
	

	　月
	

	　月
	

	　月
	

	月
	



（３）脱炭素に向けた取組状況と補助事業完了後における今後の展開
	








（４）補助事業に要する経費の配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分※
	補助事業に
要する経費
	負担区分
	備　考

	
	
	自己負担額
	補助金申請額
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	


　　※別記（炭素生産性向上型補助金募集要領）の対象経費の経費区分を参照し記載すること
　　※金額の根拠を示す見積書等を提出すること
※すべて税抜で記載すること

５　補助金該当要件に係る申告事項（□に✓入れて確認すること。）
	補助金の交付対象者である。※中小企業等経営強化法（平成11年法律第18号）第２条第１項に規定する中小企業者で、県内に主たる事務所を有し、みなし大企業に該当しない
	（□有　□無）

	県税の滞納の有無
	（□有　□無）

	風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律に規定する接待飲食等営業、性風俗関連特殊営業及び接客業務受託営業を行う事業主の該当の有無
	（□有　□無）

	暴力団員又は暴力団若しくは暴力団との関係を有する者への該当の有無
	（□有　□無）



６　添付書類
やまぐち産業振興財団伴走支援事業利用申請書（別紙１）、会社概要、直近３年分の決算書、詳細資料（金額の根拠を示す見積書等）、補助金応募要件の確認書（別紙２）
